
第３次北本市行政改革推進計画　　平成２０年度取組み状況

平成２１年１０月

北　本　市



48,335

241,333

　８ 公共施設の設置及び効率的管理運営の推進

合      計

　４ 人材育成と職員の意識改革の推進

　５ 定員管理及び報酬・給与等の見直し

0

78,750

　６ 組織・機構の見直し

　７ 情報化の推進

0

0

　２ 財政の健全化の推進

　３ 市民と行政の協働の推進

7,249

500

実　　施　　事　　項

　１ 事務事業の見直し

平成２０年度成果
（単位：千円）

106,499

平成２０年度
取組み件数

14

7

1

1

24

0

1

0

0



第３次北本市行政改革推進計画　平成２０年度成果実績シート

内容 成果（千円）

1 別表１、事務事業を対象に見直し 産業振興課 勤労者住宅資金融資預託金の減額　５千万円→３千３百万円 17,000

久保土地区画整理事務所
事業計画の変更による事業費の抑制及び保留地の効率的な販売
に努める

64,200

学校教育課 一日大学の開設は目的を達成したため事業終了とした。 220

学校教育課
中学生クラスサポーター配置事業は目的を達成したため事業終
了とした。

480

1 ふれあい講演会事業委託金の削減の検討 学校教育課
県よりの補助金のみの対応による減額
市上乗せ分４万円削減

40

1 別表②、補助金等を対象に見直し くらし安全課 リサイクル事業協同組合補助金減額することとした。 500

福祉課 社会福祉協議会への補助金の削減を図った。 2,000

高齢介護課 北本市シルバー人材センターへの補助金の削減を図った。 1,000

学校教育課
幼児教育特区運営費補助事業は目的を達成したため事業終了と
した。

437

生涯学習課
北本市青少年相談員活動費補助金について検討し、20年度は補
助金の交付を行わなかった。

120

生涯学習課 市民大学運営費補助金の減額 500

他団体と協議し、一部事務組
合への負担金等の縮減を図
る。

1 負担金の削減を協議 建築開発課 直轄国道沿道協議会負担金の削減 2

1
延長保育に伴う時間外勤務の短縮及び一時保育、給食、用務業務
を退職者不補充とし、委託化の検討

こども課 延長保育の人員配置にかかる人件費を最小限とした 18,000

2
事業量に対し職員数の不足を補うことが困難なため、専門的な知
識を有する外部団体へ委託を検討。

久保土地区画整理事務所 事業認可変更手続きを含め、調査設計を委託した。 2,000

取組み方策 計画立案･実施主体

補助金等を対象に北本市補助
金等検討会の報告を踏まえ、
総点検と再構築を行う。
平成19年度末までの削減目標
額　７億円（※１の再掲）
平成21年度末までの削減目標
額　９億円（※２の再掲）

施策・事務事業の
縮小又は廃止を含
む見直しを図る。

事務事業評価を活用し、総点
検と再構築を行う。
平成19年度末までの削減目標
額　７億円（※１の再掲）
平成21年度末までの削減目標
額　９億円（※２の再掲）

　
１
 
事
務
事
業
の
見
直
し

施策・事務
事業の整理
合理化によ
る行政の簡
素化

外部委託の可能性
を検討し、その促
進を図る。

国及び県の水準以
上のサービス（い
わゆる上乗せ・横
出し）を行ってい
る事業について、
見直しを図る。

民間委託の
推進・民間
活力の活用

事務事業評価を活用し、総点
検と再構築を行う。
平成19年度末までの削減目標
額　７億円（※１）
平成21年度末までの削減目標
額　９億円（※２）

補助金等の整理合
理化を図る。

事務事業評価を活用し、総点
検と再構築を行う。
平成19年度末までの削減目標
額　７億円（※１の再掲）
平成21年度末までの削減目標
額　９億円（※２の再掲）

取組状況

実施事項
実施事項の

骨子
取組み内容 実施概要・数値目標等
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第３次北本市行政改革推進計画　平成２０年度成果実績シート

内容 成果（千円）

取組み方策 計画立案･実施主体

取組状況

実施事項
実施事項の

骨子
取組み内容 実施概要・数値目標等

市税については、徴収体制の
強化等を図り、徴収率の向上
及び収入未済額の圧縮を図
る。
市税徴収率92.7％以上を確保
（現年分、滞納繰越分の合
算）
平成19年度末収入未済額を7
億円以内とする。
平成21年度末収入未済額を6
億5 000万円以内とする

1 休日臨宅徴収、夜間収納窓口の実施 税務課
休日臨宅徴収、休日納税・相談窓口、夜間納税・相談窓口の実
施

3,615

保育料については、徴収体制
の強化等を図り、徴収率の向
上及び収入未済額の圧縮を図
る。
平成19年度末収入未済額を
700万円以内とする。
平成21年度末収入未済額を
650万円以内とする。

1
電話による催告、催告書の発送、臨宅徴収の強化を図り、収入未
済額の圧縮を図る。

こども課
電話による催告、催告書の発送、臨宅徴収の強化を図るととも
に、保育所での面接を実施し、収入未済額の圧縮を図った。
平成２０年度末の未収入未済額は、7,366,080円

198

給食費については、徴収体制
の強化等を図り、徴収率の向
上及び収入未済額の圧縮を図
る。
平成19年度末収入未済額を
150万円以内とする。
平成21年度末収入未済額を
130万円以内とする。

1
電話による催告、催告書の発送、臨宅徴収の強化を図り、収入未
済額の圧縮を図る。

教育総務課
電話催告、文書催告（724件）、臨宅徴収（425件）を実施し、
収入未済額の減少を図った。
平成２０年度末の未収入未済額は、5,425,110円

1,146

1 施設等勤務者への駐車料金負担の検討 総務課

特別会計への繰出
金の抑制を図る。

健康づくり事業の充実を行
い、国民健康保険等の医療費
の抑制を図る。

1

健康増進法等に基づく各種健診（がん検診、肝炎ウイルス検診、
結核健診、女性健診）の受診率の向上を図る。生活習慣病の１次
予防及び２次予防の啓発のための健康教室や相談事業を実施す
る。

健康づくり課
関係各課

各種検診実施に当たり、広報・回覧・ポスター掲示・勧奨通知
により受診率の向上を図った。また、受診後の結果を踏まえ
て，女性健診事後相談、糖尿病相談等の健康相談や女性運動教
室、食ササイズ教室，糖尿病予防教室等の健康教室を実施。

40

経費節減・
合理化

日常的に事務の改
善や見直しを図
る。

事務事業評価を活用し、総点
検と再構築を行う。
平成19年度末までの削減目標
額　７億円（※１の再掲）
平成21年度末までの削減目標
額　９億円（※２の再掲）

1 別表１、事務事業を対象に見直し 総務課 旅費日当（100円）を廃止した。 450

施設等勤務者、非常勤職員から駐車料金を徴収することとし
た。
180万円の収入増額となた。

使用料及び手数料
等の受益者負担の
見直しを図る。

1,800

公共施設の使用料、道路占用
料、各種事務手数料、行政財
産使用料、保育料及び下水道
使用料等の受益者負担の見直
しを行う。また、無料施設の
有料化等の見直しを行う。
平成19年度末までの確保目標
額　１億5,000万円
平成21年度末までの確保目標
額　２億円

　
２
 
財
政
の
健
全
化
の
推
進

自主財源等
歳入の確保

市税等の徴収率の
向上及び収入未済
額の圧縮を図る。

2



第３次北本市行政改革推進計画　平成２０年度成果実績シート

内容 成果（千円）

取組み方策 計画立案･実施主体

取組状況

実施事項
実施事項の

骨子
取組み内容 実施概要・数値目標等

３
 
市
民
と
行
政

の
協
働
の
推
進

NPO等の市
民活動団体
の育成・支
援

NPO等の市民活動
団体の育成・支援
を図る。

市民と行政との協働に関する
推進計画を策定し、市民･市
民活動団体･行政のパート
ナーシップに基づく協働を推
進する。

1 食生活改善推進員協議会への支援を推進する。 健康づくり課
食生活改善推進員養成講座を延べ６回実施、また、北本市食生
活改善推進員協議会の事業実施にあたり相談・指導を行った。

500

　
５
 
定
員
管
理
及
び
報
酬
・
給
与
等

の
見
直
し

定員管理 定員適正化計画等
を策定し、人件費
及び職員数の削減
を図る。

定員適正化計画を策定し、職
員数の削減を行う。
平成19年度末までの削減目標
額　２億5,375万円
平成21年度末までの削減目標
額　６億1,250万円
平成19年度末目標職員数４３
７人
平成21年度末目標職員数３９
６人

1
定員適正化計画を実状に合わせて見直しを行い、計画に沿った定
員管理を実施する

総務課
Ｈ２０．４．１　４４４人
Ｈ２１．４．１　４３５人
（４４４－４３５）×平均人件費８，７５０千円

78,750

　
８
 
公
共
施
設
の
設
置
及

び
効
率
的
管
理
運
営
の
推
進

施設の統
合・廃止を
含めた管理
のあり方の
検討

公の施設に係る指
定管理者制度導入
にあたっての基本
方針に基づき、指
定管理者制度の積
極的な活用を図
る。

平成18年度から順次、指定管
理者制度の導入により、住民
サービスの向上及び経費の削
減等を図る。

1
平成18年度から順次、指定管理者制度の導入により、住民サービ
スの向上及び経費の削減等を図る

福祉課
高齢介護課
都市計画課
生涯学習課

体育課

総合福祉センター、地域デイケア施設、健康増進センター、北
本中央緑地、都市公園、野外活動センター、体育センターの指
定管理者の指導監督を行い、市民サービスの向上に努めるとと
もに、経費の節減を行った。【平成17年度（直営時）管理運営
費から48,335千円節減】

48,335

3


